
部
局
史
編



部
局
史
編



題
字
　
神
野
　
雄
二



校旗

校章
熊本市の市木であり、本学キャンパス内にも多く植え
られている「銀杏」をモチーフにしたもの
1950年制定

コミュニケーションマーク
本学法人化後、「対外的・対内的コミュニケーションの
活発化」を目的とし作成されたもの
2006年制定
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　　　発刊のことば

熊本大学長　谷 口　功

　本学は250余年前に設立された再春館と蕃滋園に源を発
し、また、熊本大学の母体となる第五高等学校から120余

年の我が国で最も長い歴史を持つ大学としてその輝く伝統を誇っています。1949
年、戦後の学制改革によって熊本市に所在していた第五高等学校、熊本医科大
学、熊本薬学専門学校、熊本師範学校、熊本青年師範学校、熊本工業専門学校な
ど旧制の諸学校が統合され、新しい制度の国立大学として新制熊本大学が誕生し
ました。2009年にはこの新制大学設立から60周年を迎え、様々な記念式典や事業
を執り行いました。
　この部局史編は、先に刊行された写真集と同様、記念事業の一つである60年史
編纂事業の中で作製されたもので、各部局の変遷の歴史がその細部にわたって見
事に再現されています。学内外の各部局関係者の協力によって執筆され、２年半
以上の歳月をかけて編集されたものです。懐かしい出来事の記載やそれらを基盤
として発展してきた様子が鮮明に蘇ります。
　周知の通り、新制熊本大学の設立当初は、法文・教育・理・医・薬・工の６学
部に、附属図書館、医学部附属病院、体質医学研究所からなり、当時の大学の規
模は、学生の入学定員が1,070名、教員と職員を合わせた定員は1,484名でした。
今日では、この部局史編に記載の通り、文・教育・法・理・医・薬・工の７学部
のほか、８つの大学院研究科等、13の研究所・センター、さらに医学部附属病院
を有し、学生総数は１万名を超え、常勤の教員・職員合わせて約2,000からなる
中核的な総合大学に発展しています。この間、本学は10万人を遥かに超える有為
な人材を社会に送り出してきました。この変遷や発展の様子を部局史編の中に見
いだしていただければ幸いです。
　この部局史編に示された各部局の様々な活動の歴史を基盤として、本学は、こ
れからも大学の社会的使命である教育（人材育成）、研究（知の創造）、社会貢献

（人材や知の創造に基づく社会的な還元）に邁進することで、次の60年、100年に
向けて一層の飛躍を期したいと思います。
　結びに、この部局史編の編纂に際して、多大の時間を割いて執筆いただいた学
内外の執筆者や協力者の方々ならびに編纂にご尽力いただいた編纂委員はじめ60
年史編纂室の皆様に心から感謝の意を表し、巻頭のことばとします。
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凡　例

１．本書は、熊本大学60年史編纂委員会が編纂する『熊本大学60年史』全３巻（通史編、
部局史編、写真集）のうちの部局史編である。

１．部局史編では、原則として本学が60周年を迎えた2009年度の末（2010年３月31日）に
熊本大学を構成する学部・研究科・研究部、附置研究所、教育研究施設等の部局及び
事務局をはじめとする事務組織について記述した。これ以前に廃止・転換・統合され
た部局は、原則として後継部局ないし関連する部局に収めた。なお、国際化推進機構
と国際化推進センターについては、設立の経緯及びその目的・業務に鑑みて、本来は
別の組織ではあるが、同じ章で扱うこととした。

１．既に廃止された部局である法文学部については個別の章を立て、教養部については教
養教育実施機構及び通史編で扱うこととした。また、2010年度以降、下記の部局の改
組・新設が行われたが、これらについては、関連部局において将来構想等として記述
した。

　　　　2010年度　薬学部附属薬用資源エコフロンティアセンター、生命科学研究部附属
エコチル調査南九州・沖縄ユニットセンター、生命科学研究部附属臨
床医学教育研究センター

　　　　2011年度　工学部附属革新ものづくり教育センター、教養教育機構、埋蔵文化財
調査センター、先進マグネシウム国際研究センター

　　　　2012年度　発生医学研究所附属臓器再建研究センター

１．部局史編の構成は、官制順（法令における配列順）にはよらず、組織の発足の経緯等
に鑑みて、本学が教育・研究の柱とする理念「人の命」「人と自然」「人と社会」に沿
う形で次のようなグループ分けをし、編として構成した。各編の構成の理由について
は、編扉に記載した。

　　　　第１編　生命科学系
　　　　　　　　医学部、医学教育部、医学部附属病院、保健学教育部、薬学部、薬学教

育部、生命科学研究部、生命資源研究・支援センター、エイズ学研究セ
ンター、発生医学研究所

　　　　第２編　自然科学系
　　　　　　　　理学部、工学部、自然科学研究科、沿岸域環境科学教育研究センター、

衝撃・極限環境研究センター、バイオエレクトリクス研究センター
　　　　第３編　人文・社会科学系
　　　　　　　　法文学部、文学部、文学研究科、法学部、法学研究科、社会文化科学研

究科、法曹養成研究科、教育学部、教育学研究科、特別支援教育特別専
攻科、養護教諭特別別科



xlii 凡　例

　　　　第４編　学内共同教育研究施設系
　　　　　　　　附属図書館、保健センター、大学院先導機構、イノベーション推進機

構、国際化推進機構、国際化推進センター、総合情報基盤センター、大
学教育機能開発総合研究センター、政策創造研究教育センター、五高記
念館、ｅラーニング推進機構、環境安全センター、教養教育実施機構、
埋蔵文化財調査室、事務組織

１．部局史編は、熊本大学60年史編纂委員会において決定した編集方針に基づき、各部局
編纂委員会の責任において執筆・編集した。ただし、特別の事情がある部局において
は、別に方針を定めて執筆にあたった。

１．本文の記述に際しては、原則として常用漢字、現代仮名づかいを用いた。ただし、人
名などの固有名詞や仮名表記では意味を取りにくいものについては、この限りでない。

１．資料の引用にあたっては、原則として常用漢字を用いたが、仮名づかい、送り仮名、
人名は原文によった。

１．法令の日付及び法令による諸組織・施設の設置・改組・廃止の日付については、原則
として法令交付日に基づくよう努めた。ただし、組織の設置・改廃等の年月日につい
て法令と実態とが異なっている場合は、各執筆者の解釈・行論に委ねた。

１．年代の表記は西暦を主とし、適宜和暦を（ 　 ）内に補った。

１．使用した図・表・写真については、巻末に一覧及び掲載ページを記した。
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